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第１ 【企業の概況】 

１ 【主要な経営指標等の推移】 

(1) 連結経営指標等 

  

 
(注) １ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２ 潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益については、潜在株式がないため、記載しておりません。 

  

第一部 【企業情報】

回次 第70期中 第71期中 第72期中 第70期 第71期

会計期間

自 平成15年 
  ４月１日 
至 平成15年 
  ９月30日

自 平成16年
  ４月１日 
至 平成16年 
  ９月30日

自 平成17年
  ４月１日 
至 平成17年 
  ９月30日

自 平成15年 
  ４月１日 
至 平成16年 
  ３月31日

自 平成16年
  ４月１日 
至 平成17年 
  ３月31日

売上高 (百万円) 27,769 27,631 29,559 56,493 57,985

経常利益 (百万円) 749 789 963 1,493 1,712

中間(当期)純利益 (百万円) 212 145 261 361 440

純資産額 (百万円) 22,064 22,150 22,818 22,162 22,478

総資産額 (百万円) 49,211 50,520 51,502 51,340 52,742

１株当たり純資産額 (円) 1,067.26 1,071.84 1,104.34 1,071.47 1,087.11

１株当たり中間 
(当期)純利益

(円) 10.25 7.02 12.61 16.77 20.57

潜在株式調整後 
１株当たり中間 
(当期)純利益

(円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) 44.8 43.8 44.3 43.2 42.6

営業活動による 
キャッシュ・フロー

(百万円) 504 117 456 3,475 2,624

投資活動による 
キャッシュ・フロー

(百万円) △396 △833 △655 △989 △1,377

財務活動による 
キャッシュ・フロー

(百万円) △1,174 △171 △1,291 △503 △520

現金及び現金同等物の 
中間期末(期末)残高

(百万円) 2,918 5,080 5,217 5,964 6,696

従業員数 (名) 1,073 1,039 1,018 1,036 1,014



(2) 提出会社の経営指標等 

  

 
(注) １ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２ 「１株当たり純資産額」、「１株当たり中間(当期)純利益」及び「潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純

利益」については、中間連結財務諸表を作成しているため記載を省略しております。 

３ 第71期事業年度より臨時従業員の総数が従業員数の100分の10以上となったため、従業員数欄に平均臨時雇

用人員を外書きしております。 

  

回次 第70期中 第71期中 第72期中 第70期 第71期

会計期間

自 平成15年 
  ４月１日 
至 平成15年 
  ９月30日

自 平成16年
  ４月１日 
至 平成16年 
  ９月30日

自 平成17年
  ４月１日 
至 平成17年 
  ９月30日

自 平成15年 
  ４月１日 
至 平成16年 
  ３月31日

自 平成16年
  ４月１日 
至 平成17年 
  ３月31日

売上高 (百万円) 23,621 22,209 23,108 47,524 45,895

経常利益 (百万円) 508 434 631 908 914

中間(当期)純利益 (百万円) 237 133 299 368 362

資本金 (百万円) 2,194 2,194 2,194 2,194 2,194

発行済株式総数 (千株) 20,688 20,688 20,688 20,688 20,688

純資産額 (百万円) 21,796 21,853 22,442 21,892 22,106

総資産額 (百万円) 42,089 41,494 43,002 42,858 43,175

１株当たり中間 
(年間)配当額

(円) 7.5 7.5 7.5 15.0 15.0

自己資本比率 (％) 51.8 52.7 52.2 51.1 51.2

従業員数 
[外、平均臨時 
雇用人員]

(名)
829 804 790

[97]
792 785

[92]



２ 【事業の内容】 

当中間連結会計期間において、当社グループ(当社及び当社の関係会社)が営んでいる事業の内容に重要

な変更はありません。 

また、主要な関係会社についても異動はありません。 

  

３ 【関係会社の状況】 

当中間連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。 

  

４ 【従業員の状況】 

(1) 連結会社の状況 

平成17年９月30日現在 

 
(注) 従業員数は就業人員(当社から社外への出向者を除く。)であります。なお、臨時従業員数の総数は、従業員数

の100分の10未満であるため、記載を省略しております。 

  

(2) 提出会社の状況 

平成17年９月30日現在 

 
(注) 従業員数は就業人員数(当社から社外への出向者を除く。)であり、臨時従業員数は［ ］内に中間会計期間の

平均人員を外数で記載しております。 

  

(3) 労働組合の状況 

１ 当社グループにおいて、当社以外は労働組合はありません。 

２ 当社の労働組合は昭和35年８月21日福井ビニール工業株式会社(現 フクビ化学工業株式会社)労働

組合として発足し以来円満に終始し、今日までに労働紛争はありません。 

３ 昭和44年１月１日全国化学一般労働組合同盟に加入。 

４ 平成17年９年30日現在組合員数は、399名。 

  

事業の種類別セグメントの名称 従業員数(名)

建築資材 595

産業資材 278

その他 74

全社(共通) 71

合計 1,018

従業員数(名)
790
[97]



第２ 【事業の状況】 

１ 【業績等の概要】 

(1) 業績 

当中間連結会計期間におけるわが国経済は、 設備投資と個人消費が内需を牽引する一方、情報技術

分野での在庫調整も順調に進みました。その結果、2005年４‐６月期の実質ＧＤＰ成長率(年率換算)が

＋3.3％と、３四半期連続のプラス成長を達成しています。  

 また、2005年４‐８月の新設住宅着工については、戸数ベースで前年同期比4.3%増加の532千戸とな

り、床面積ベースで0.7％増加の46,745千㎡となりました。  

このような経済環境のもと、当社グループの当中間連結会計期間における売上高は、建築資材事業の

売上高が前中間連結会計期間に比べ1.6％減少する一方、産業資材事業およびその他事業が各々

29.3％、13.4％と大きく伸長しました。その結果、売上高は、全体で7.0％増加し、295億59百万円とな

りました。  

 利益面におきましては、原油の高騰による原材料の値上がりもあり、売上総利益率が前中間連結会計

期間に比べ1.3ポイント低下致しました。一方、販売戦略、物流戦略の見直しによる販売費の削減、並

びに人事政策の一環として導入した確定拠出型年金（401ｋ）も人件費の低減に繋がり、その結果、営

業利益率、経常利益率、中間純利益率のいずれも、前中間連結会計期間に比べて0.4ポイント上昇し、

各々3.1％（前年同期比＋１億83百万円）、3.3％（前年同期比＋１億74百万円）、0.9％（前年同期比

＋１億15百万円）となりました。  

  

事業の種類別セグメントの業績は次のとおりであります。 

① 建築資材事業 

建築資材事業の売上は、前中間連結会計期間に比べて1.6％減少し、177億66百万円となりまし

た。売上高全体では、60.1％を占めました。  

 うち外装建材は、40億58百万円で、前中間連結会計期間比5.1％減少しました。樹脂製桟木、床

パネル養生シートは好調でしたが、外装装飾部材は伸び悩みました。  

 内装建材は、58億51百万円で、前中間連結会計期間比0.9％減少しました。戸建UB枠、防音遮音

部材、点検口枠、ラッピング造作材は順調でしたが、回り縁、巾木、サッシ見切り、24時間換気シ

ステム、養生材は伸び悩みました。  

 床関連材は、57億88百万円で、前中間連結会計期間比4.4％伸びました。ＯＡフロア、長尺フロ

ア、プラ木レンは順調に伸びましたが、床タイル、機能束は伸び悩みました。  

 システム建材は、20億69百万円で、前中間連結会計期間比11.6％減少しました。 

また、営業利益は13億86百万円と前中間連結会計期間に比べ２億31百万円（20.0％）の増益とな

りました。  

  



② 産業資材事業 

産業資材事業の売上は、76億48百万円で、売上全体の25.9％を占めました。搬送機器部材、車両

用部材、住宅設備部材が大きく伸び、前中間連結会計期間比29.3％の伸びとなりました。営業利益

は２億88百万円と前中間連結会計期間に比べ１百万円（0.3％）の減益となりました。なお、産業

資材事業における受注状況（受注残高）は当中間連結会計期間末５億75百万円で、産業資材事業の

月平均製品売上高の1.2ヶ月分に相当する受注を擁しております。  

  

③ その他 

その他事業の売上は、41億46百万円で、売上全体の14.0％を占めました。反射防止パネルなどの

拡販に努め、前中間連結会計期間比13.4％伸びました。営業利益は３億10百万円と前中間連結会計

期間に比較し51百万円（19.7％）の増益となりました。 

  

(2) キャッシュ・フローの状況 

当中間連結会計期間における当社グループのキャッシュ・フローは、以下のとおりであります。 

先ず、営業活動によるキャッシュ・フローは、税金等調整前中間純利益７億82百万円、減価償却費５

億81百万円、長期未払金の増加９億19百万円、棚卸資産の減少１億59百万円などの増加要因に対し、退

職給付引当金の減少９億円、仕入債務の減少10億26百万円などの減少要因があり、差引き４億56百万円

と前年同期と比べ３億39百万円（289.7％）の増加となりました。  

 投資活動によるキャッシュ・フローは、機械設備等の有形固定資産の取得による支出５億５百万円、

投資有価証券による取得１億６百万円などにより、６億55百万円の減少と前年同期と比べ１億78百万円

（21.4％）の増加となりました。  

 財務活動によるキャッシュ・フローは、短期借入金の返済10億80百万円、配当金の支払１億29百万円

などにより、12億91百万円の減少と前年同期と比べ11億20百万円（655.0％）の減少となりました。  

 以上、連結キャッシュ・フローは、前連結会計年度末に比べ、合計で14億79百万円減少し、現金及び

現金同等物の当中間連結会計期間末残高は52億17百万円と前年同期と比べ１億37百万円（2.7％）の増

加となりました。  

  



２ 【生産、受注及び販売の状況】 

当社グループの生産・販売品目は広範囲かつ多種多様であり、同種の製商品であっても、その容量、構

造、形式等は必ずしも一様ではなく、また受注生産形態をとらない製商品も多く、事業の種類別セグメン

トごとに生産規模及び受注規模を金額あるいは数量で示すことはしておりません。 

このため生産、受注及び販売の状況については、「１ 業績等の概要」における各事業の種類別セグメ

ント業績に関連付けて示しております。 

  

(注) 主な相手先別の販売実績及び総販売実績に対する割合は、次のとおりであります。 

  

 
  

３ 【対処すべき課題】 

当中間連結会計期間において、当社グループ(当社及び当社の連結子会社)が対処すべき課題について、

重要な変更及び新たに生じた課題はありません。 

  

４ 【経営上の重要な契約等】 

当中間連結会計期間において、経営上の重要な契約等は行われておりません。 

  

５ 【研究開発活動】 

当社グループにおいて、研究開発活動は主に当社が行っております。 

なお、当社グループの研究開発活動は下記のとおりであります。 

  

当社の研究開発は、既存事業分野で急務となっている研究課題に取り組むと共に長期的成長の基盤とな

る新規事業分野に進出すべく、その基礎研究にも努めております。当中間連結会計期間の研究開発費用と

して４億87百万円投入しました。 

上記の額を事業のセグメントに区分することは困難でありますので、省略しております。 

当中間連結会計期間における主要課題及び研究開発及び研究成果は、次のとおりであります。 

ここ数年来、人と地球環境にやさしい建築資材製品の開発を主眼として、環境・健康・安心・安全等を

キーワードに、エコロジー関連製品や機能性製品の研究開発を行っております。また、これからの高齢化

社会に向けてニーズが高まってきている分野に重点を置いた研究開発にも取り組んでおります。 

当中間連結会計期間の主な成果としては、再生ＰＥＴや再生ＰＳ等の再生原料を使用した「エコマーク

認定製品」の開発、植物由来の材料であるバイオプラスチック「ポリ乳酸」を利用した製品の開発、高遮

音性の軽量二重床材システムの開発、高透明性低反射パネルの開発等をあげることができます。 

  

相手先
前中間連結会計期間 当中間連結会計期間

金額(百万円) 割合(％) 金額(百万円) 割合(％)

伊藤忠建材㈱ 5,522 19.9 5,412 18.3

三井住商建材㈱ 2,432 8.8 2,473 8.3



第３ 【設備の状況】 

１ 【主要な設備の状況】 

当中間連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

  

２ 【設備の新設、除却等の計画】 

当中間連結会計期間において、前連結会計年度末に計画した重要な設備の新設、除却等について、重要

な変更はありません。また、新たに確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却等の計画はあり

ません。 

  



第４ 【提出会社の状況】 

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

 
(注) 「株式の消却が行われた場合には、これに相当する株式数を減ずる」旨、定款に定めております。 

  

② 【発行済株式】 

  

 
  

(2) 【新株予約権等の状況】 

該当事項はありません。 

  

(3) 【発行済株式総数、資本金等の状況】 

  

 
  

種類 会社が発行する株式の総数(株)

普通株式 42,000,000

計 42,000,000

種類
中間会計期間末 
現在発行数(株) 
(平成17年９月30日)

提出日現在
発行数(株) 

(平成17年12月20日)

上場証券取引所名又
は登録証券業協会名

内容

普通株式 20,688,425 20,688,425
大阪証券取引所
名古屋証券取引所 
(各市場第二部)

完全議決権株式であり、権利
内容に何ら限定のない当社に
おける標準となる株式

計 20,688,425 20,688,425 ― ―

年月日
発行済株式 
総数増減数 
(千株)

発行済株式
総数残高 
(千株)

資本金増減額
 

(百万円)

資本金残高
 

(百万円)

資本準備金 
増減額 
(百万円)

資本準備金
残高 
(百万円)

平成17年４月１日～ 
 平成17年９月30日

― 20,688 ― 2,194 ― 1,511



(4) 【大株主の状況】 

平成17年９月30日現在 

 
  

(5) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

平成17年９月30日現在 

 
(注) １ 「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が11,000株含まれておりま

す。また、「完全議決権株式(その他)」欄の「議決権の数」の記載に当たっては、証券保管振替機構名義の

株式分を除いております。 

２ 「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式634株が含まれております。 

  

② 【自己株式等】 

平成17年９月30日現在 

 
  

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合(％)

三井化学株式会社 東京都港区東新橋１丁目５－２ 3,182 15.38

株式会社八木熊 福井県福井市照手２丁目６番16号 2,574 12.44

長瀬産業株式会社 東京都中央区日本橋小舟町５－１ 1,284 6.21

日本トレーディング株式会社 東京都千代田区九段南３丁目８番11号 983 4.75

株式会社福井銀行 福井県福井市順化１丁目１番１号 710 3.43

八 木 誠一郎 福井県福井市灯明寺１丁目2001番地 631 3.05

株式会社北陸銀行 富山県富山市堤町通り１丁目２番26号 625 3.02

昭和興産株式会社 東京都港区赤坂６丁目13番18号 570 2.75

八 木 信二郎 東京都大田区北嶺町31―16―301 541 2.61

住友化学工業株式会社 大阪市中央区北浜４丁目５番33号 464 2.24

計 ― 11,564 55.89

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)
普通株式 26,000

―
権利内容に何ら限定のない当社にお
ける標準となる株式

完全議決権株式(その他)
普通株式

20,464,000
20,453 同上

単元未満株式  
普通株式 198,425 ― 同上

発行済株式総数 20,688,425 ― ―

総株主の議決権 ― 20,453 ―

所有者の氏名 
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数 
(株)

他人名義
所有株式数 
(株)

所有株式数
の合計 
(株)

発行済株式総数
に対する所有 
株式数の割合(％)

(自己保有株式)

フクビ化学工業株式会社
福井県福井市三十八社町

33字66番地
26,000 0 26,000 0.13

計 ― 26,000 0 26,000 0.13



２ 【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

  

 
(注) 最高・最低株価は大阪証券取引所市場第二部におけるものであります。 

  

３ 【役員の状況】 

前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありませ

ん。 

  

月別
平成17年 
４月

５月 ６月 ７月 ８月 ９月

最高(円) 647 620 609 651 720 733

最低(円) 581 577 570 610 659 630



第５ 【経理の状況】 

１ 中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について 

(1) 当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成11

年大蔵省令第24号。以下「中間連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。 

ただし、前中間連結会計期間(平成16年４月１日から平成16年９月30日まで)については、「財務諸表

等の用語、様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」(平成16年１月30日内閣府令

第５号)附則第３号のただし書きにより、改正前の中間連結財務諸表規則に基づいて作成しておりま

す。 

  

(2) 当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和52年大蔵

省令第38号。以下「中間財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。 

ただし、前中間会計期間(平成16年４月１日から平成16年９月30日まで)については、「財務諸表等の

用語、様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」(平成16年１月30日内閣府令第５

号)附則第３号のただし書きにより、改正前の中間財務諸表等規則に基づいて作成しております。 

  

２ 監査証明について 

当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間連結会計期間(平成16年４月１日から平成16年

９月30日まで)及び第71期事業年度の中間会計期間(平成16年４月１日から平成16年９月30日まで)並びに

当中間連結会計期間(平成17年４月１日から平成17年９月30日まで)及び第72期事業年度の中間会計期間

(平成17年４月１日から平成17年９月30日まで)の中間連結財務諸表及び中間財務諸表について、永昌監査

法人により中間監査を受けております。 

  



１ 【中間連結財務諸表等】 

(1) 【中間連結財務諸表】 

① 【中間連結貸借対照表】 

  

前中間連結会計期間末

(平成16年９月30日)

当中間連結会計期間末

(平成17年９月30日)

前連結会計年度 
要約連結貸借対照表 
(平成17年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(資産の部)

Ⅰ 流動資産

 １ 現金及び預金 5,080 5,217 6,696

 ２ 受取手形及び売掛金 21,976 22,431 22,379

 ３ たな卸資産 7,264 6,968 7,127

 ４ 未収入金 1,242 1,276 1,473

 ５ 繰延税金資産 303 436 366

 ６ その他 297 264 121

   貸倒引当金 △85 △176 △97

   流動資産合計 36,077 71.4 36,416 70.7 38,065 72.2

Ⅱ 固定資産

 (1) 有形固定資産 ※１

  １ 建物及び構築物 4,646 4,383 4,525

  ２ 機械装置 
    及び運搬具

2,603 2,398 2,534

  ３ 工具器具及び備品 620 693 646

  ４ 土地 2,345 2,309 2,343

  ５ 建設仮勘定 30 10,244 20.3 243 10,026 19.5 53 10,101 19.2

 (2) 無形固定資産 88 0.2 72 0.1 77 0.1

 (3) 投資その他の資産

  １ 投資有価証券 2,374 3,462 2,874

  ２ 長期貸付金 4 3 4

  ３ 長期前払費用 7 4 5

  ４ 前払年金費用 ― 60 ―

  ５ 繰延税金資産 1,108 868 1,001

  ６ その他 686 653 676

    貸倒引当金 △63 4,111 8.1 △63 4,987 9.7 △63 4,499 8.5

    固定資産合計 14,443 28.6 15,086 29.3 14,677 27.8

    資産合計 50,520 100.0 51,502 100.0 52,742 100.0



 
  

前中間連結会計期間末

(平成16年９月30日)

当中間連結会計期間末

(平成17年９月30日)

前連結会計年度 
要約連結貸借対照表 
(平成17年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(負債の部)

Ⅰ 流動負債

 １ 支払手形及び買掛金 16,190 16,581 17,608

 ２ 短期借入金 2,638 1,452 2,532

 ３ １年以内に返済 
   予定の長期借入金

168 170 168

 ４ 未払金 162 243 220

 ５ 未払法人税等 331 466 528

 ６ 未払費用 1,095 999 896

 ７ 賞与引当金 557 631 601

 ８ その他 583 830 684

   流動負債合計 21,723 43.0 21,372 41.5 23,237 44.1

Ⅱ 固定負債

 １ 長期借入金 169 10 63

 ２ 長期未払金 ― 919 ―

 ３ 繰延税金負債 ― 9 9

 ４ 退職給付引当金 1,178 208 1,109

 ５ 役員退職引当金 1,347 1,614 1,534

   固定負債合計 2,694 5.3 2,761 5.4 2,714 5.1

   負債合計 24,417 48.3 24,133 46.9 25,951 49.2

(少数株主持分)

 少数株主持分 3,953 7.8 4,552 8.8 4,313 8.2

(資本の部)

Ⅰ 資本金 2,194 4.3 2,194 4.3 2,194 4.2

Ⅱ 資本剰余金 1,511 3.0 1,511 2.9 1,511 2.9

Ⅲ 利益剰余金 18,347 36.3 18,623 36.2 18,506 35.1

Ⅳ その他有価証券 
  評価差額金

188 0.4 570 1.1 368 0.7

Ⅴ 為替換算調整勘定 △78 △0.2 △67 △0.1 △88 △0.2

Ⅵ 自己株式 △11 △0.0 △13 △0.0 △12 △0.0

   資本合計 22,150 43.8 22,818 44.3 22,478 42.6

   負債、少数株主持分 
   及び資本合計

50,520 100.0 51,502 100.0 52,742 100.0



② 【中間連結損益計算書】 

  

 

前中間連結会計期間

(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間

(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度
要約連結損益計算書

(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

Ⅰ 売上高 27,631 100.0 29,559 100.0 57,985 100.0

Ⅱ 売上原価 21,398 77.4 23,259 78.7 45,465 78.4

   売上総利益 6,233 22.6 6,299 21.3 12,521 21.6

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※１ 5,489 19.9 5,372 18.2 10,937 18.9

   営業利益 744 2.7 928 3.1 1,584 2.7

Ⅳ 営業外収益

 １ 受取利息 1 2 3

 ２ 受取配当金 17 27 21

 ３ 不動産賃貸料 13 13 25

 ４ 為替差益 5 6 11

 ５ 持分法による 
   投資利益

― 3 ―

 ６ その他 ※２ 110 145 0.5 106 158 0.5 242 301 0.5

Ⅴ 営業外費用

 １ 支払利息 13 9 24

 ２ 為替差損 2 ― ―

 ３ 持分法による 
   投資損失

2 ― 2

 ４ その他 ※３ 83 101 0.4 114 123 0.4 147 173 0.3

   経常利益 789 2.9 963 3.3 1,712 3.0

Ⅵ 特別利益

 １ 投資有価証券売却益 0 ― 3

 ２ 貸倒引当金戻入益 2 1 2

 ３ 保険差益 ― 2 0.0 65 66 0.2 188 193 0.3

Ⅶ 特別損失

 １ 役員退職引当金 
   繰入額

96 94 192

 ２ 確定拠出年金 
   移行時差異

― 79 ―

 ３ 固定資産除却損 ※４ 12 16 27

 ４ 投資有価証券売却損 ― ― 8

 ５ 投資有価証券評価損 1 ― 8

 ６ ゴルフ会員権評価損 5 ― 5

 ７ 役員退職慰労金 ― 22 ―

 ８ 災害損失 ※５ 58 ― 44

 ９ 減損損失 ※６ ― 172 0.6 36 247 0.8 ― 284 0.5

   税金等調整前中間 
   (当期)純利益

619 2.2 782 2.6 1,622 2.8

   法人税、住民税及び 
   事業税

302 463 879

   法人税等調整額 △16 286 1.0 △128 335 1.2 △177 702 1.2

   少数株主利益 188 0.7 186 0.6 480 0.8

   中間(当期)純利益 145 0.5 261 0.9 440 0.8



③ 【中間連結剰余金計算書】 

  

 
  

前中間連結会計期間

(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間

(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度
要約連結剰余金計算書
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円)

(資本剰余金の部)

Ⅰ 資本剰余金期首残高 1,511 1,511 1,511

Ⅱ 資本剰余金増加高 ― ― 0

Ⅲ 資本剰余金減少高 ― ― ―

Ⅳ 資本剰余金中間期末 
  (期末)残高

1,511 1,511 1,511

(利益剰余金の部)

Ⅰ 利益剰余金期首残高 18,352 18,506 18,352

Ⅱ 利益剰余金増加高

   中間(当期)純利益 145 145 261 261 440 440

Ⅲ 利益剰余金減少高

 １ 配当金 136 129 271

 ２ 役員賞与 
   (うち監査役賞与)

15
(2)

150
15
(2)

144
15 
(2)

286

Ⅳ 利益剰余金中間期末 
  (期末)残高

18,347 18,623 18,506



④ 【中間連結キャッシュ・フロー計算書】 

  

前中間連結会計期間

(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間

(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度の
要約キャッシュ・
フロー計算書

(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円)

Ⅰ 営業活動による 
  キャッシュ・フロー

   税金等調整前 
   中間(当期)純利益

619 782 1,622

   減価償却費 604 581 1,308

   減損損失 ― 36 ―

   退職給付引当金の増減額 
   (減少：△)

△44 △900 △113

   役員退職引当金の増減額 
   (減少：△)

161 80 349

   賞与引当金の増減額 
   (減少：△)

△7 30 37

   貸倒引当金の増減額 
   (減少：△)

5 79 17

   長期未払金の増減額 
   (減少：△)

― 919 ―

   受取利息及び受取配当金 △17 △29 △24

   支払利息 13 9 24

   為替差損 2 ― ―

   為替差益 △5 △6 △11

   保険差益 ― △65 △188

   投資有価証券売却益 △0 ― △3

   投資有価証券売却損 ― ― 8

   投資有価証券評価損 1 ― 8

   ゴルフ会員権評価損 5 ― 5

   有形固定資産除却損、 
   売却損

12 16 27

   災害損失 58 ― 44

   少数株主への役員賞与の 
   支払額

△13 △13 △13

   役員賞与の支払額 △15 △15 △15

   売上債権の増減額 
   (増加：△)

△233 △51 △636

   たな卸資産の増減額 
   (増加：△)

155 159 292

   仕入債務の増減額 
   (減少：△)

△937 △1,026 481

   持分法による投資利益 
   (益：△)

2 △3 2

   その他 363 292 182

    小計 729 872 3,401

   利息及び配当金の受取額 23 32 30
   利息の支払額 △13 △9 △24

   保険金収入 ― 86 188
   法人税等の支払額 △623 △526 △972

   営業活動による 
   キャッシュ・フロー

117 456 2,624



 
  

前中間連結会計期間

(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間

(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度の
要約キャッシュ・
フロー計算書

(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円)

Ⅱ 投資活動による 
  キャッシュ・フロー

   投資有価証券の 
   売却による収入

0 ― 52

   投資有価証券の 
   取得による支出

△297 △106 △423

   有形固定資産の 
   取得による支出

△512 △505 △982

   長期貸付金の貸出 
   による支出

― ― △1

   その他 △24 △44 △23

   投資活動による 
   キャッシュ・フロー

△833 △655 1,377

Ⅲ 財務活動による 
  キャッシュ・フロー

   短期借入金の増減額 
   (減少：△)

31 △1,080 △74

   長期借入金の借入 
   による収入

― 3 22

   長期借入金の返済 
   による支出

△52 △53 △180

   自己株式の取得による 
   支出

△2 △1 △4

   少数株主持分への 
   配当金の支払額

△13 △30 △13

   配当金の支払額 △136 △129 △271

   財務活動による 
   キャッシュ・フロー

△171 △1,291 △520

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る 
  為替換算差額

4 11 4

Ⅴ 現金及び現金同等物の 
  増加(減少)額

△884 △1,479 731

Ⅵ 現金及び現金同等物 
  期首残高

5,964 6,696 5,964

Ⅶ 現金及び現金同等物 
  中間期末(期末)残高

※ 5,080 5,217 6,696



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

  

項目
前中間連結会計期間
(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

１ 連結の範囲に関す
る事項

(1) 連結子会社数６社
  ㈱メルツエン、エアサ
イクルホームシステム
㈱、フクビハウジング
㈱、FUKUVI  USA, 
INC.、㈱八木熊、リフ
ォジュール㈱

(1) 連結子会社数６社
  ㈱メルツエン、エアサ
イクルホームシステム
㈱、フクビハウジング
㈱、FUKUVI  USA, 
INC.、㈱八木熊、リフ
ォジュール㈱

(1) 連結子会社数６社
  ㈱メルツエン、エアサ
イクルホームシステム
㈱、フクビハウジング
㈱、FUKUVI  USA, 
INC.、㈱八木熊、リフ
ォジュール㈱

(2) 非連結子会社数２社
   中央不動産管理㈱
   フクビバビュー工業

㈱
  非連結子会社はいずれ
も小規模であり、合計
の総資産、売上高、中
間純損益(持分に見合
う額)及び利益剰余金
(持分に見合う額)等
は、いずれも中間連結
財務諸表に重要な影響
を及ぼしておりませ
ん。

(2) 非連結子会社数２社
   中央不動産管理㈱
   フクビバビュー工業

㈱
同左  

(2) 非連結子会社数２社
   中央不動産管理㈱
   フクビバビュー工業

㈱
  非連結子会社はいずれ
も小規模であり、合計
の総資産、売上高、当
期純損益(持分に見合
う額)及び利益剰余金
(持分に見合う額)等
は、いずれも連結財務
諸表に重要な影響を及
ぼしておりません。

２ 持分法の適用に関
する事項

(1) 持分法適用の非連結子
会社数０社

(1)    同左 (1)    同左

(2) 持分法適用の関連会社
数１社

   タイフクビ㈱

(2) 持分法適用の関連会社
数１社

   タイフクビ㈱

(2) 持分法適用の関連会社
数１社

   タイフクビ㈱

(3) 持分法を適用していな
い非連結子会社及び関
連会社(エアサイクル
ホーム群馬㈱、エアサ
イクルホーム新福島㈱
他)はそれぞれ中間純
利益(持分に見合う額)
及び利益剰余金(持分
に見合う額)等からみ
て、持分法の対象から
除いても中間連結財務
諸表に及ぼす影響が軽
微であり、かつ全体と
しても重要性がないた
め、持分法の適用範囲
から除外しておりま
す。

(3)    同左 (3) 持分法を適用していな
い非連結子会社及び関
連会社(エアサイクル
ホーム群馬㈱、エアサ
イクルホーム新福島㈱
他)は当期純損益(持分
に見合う額)及び利益
剰余金(持分に見合う
額)等からみて、持分
法の対象から除いても
連結財務諸表に及ぼす
影響が軽微であり、か
つ全体としても重要性
がないため、持分法の
適用範囲から除外して
おります。

(4) 持分法適用会社のう
ち、タイフクビ㈱につ
いては、同社の中間会
計期間に係る中間財務
諸表を使用しておりま
す。

(4)    同左 (4) 持分法適用会社のう
ち、タイフクビ㈱につ
いては、同社の事業年
度に係る財務諸表を使
用しております。

３ 連結子会社の(中
間)決算日等に関
する事項

連結子会社のうち、FUKUVI 
USA, INC.社の中間決算日
は６月30日であります。中
間連結財務諸表作成にあた
っては、同日現在の中間財
務諸表を使用し、中間連結
決算日との間に生じた重要
な取引については、連結上
必要な調整を行っておりま
す。

同左 連結子会社のうち、FUKUVI 
USA, INC.社の決算日は12
月31日であります。連結財
務諸表作成にあたっては、
同日現在の財務諸表を使用
し、連結決算日との間に生
じた重要な取引について
は、連結上必要な調整を行
っております。



項目
前中間連結会計期間
(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

４ 会計処理基準に関

する事項

 (1) 重要な資産の評

価基準及び評価

方法

有価証券

 その他有価証券

  時価のあるもの

   中間決算日の市場価

格等に基づく時価法

(評価差額は全部資

本直入法により処理

し、売却原価は主と

して移動平均法によ

り算定しておりま

す。)

有価証券

 その他有価証券

  時価のあるもの

同左

有価証券

 その他有価証券

  時価のあるもの

   決算期末日の市場価

格等に基づく時価法

(評価差額は全部資

本直入法により処理

し、売却原価は主と

して移動平均法によ

り算定しておりま

す。)

  時価のないもの

   移動平均法による原

価法

  時価のないもの

同左

  時価のないもの

同左

 デリバティブ

   時価法

――― ―――

たな卸資産

 主として先入先出法によ

る低価法

たな卸資産

同左

たな卸資産

同左

 (2) 重要な減価償却

資産の減価償却

方法

有形固定資産

 主として定率法(ただ

し、平成10年度の税制改

正に伴い、平成10年４月

１日以降に取得した建物

(附属設備を除く)につい

ては、定額法)を採用し

ております。在外連結子

会社は定額法を採用して

おります。

 なお、主な耐用年数は以

下のとおりであります。

  建物及び構築物

７～47年

  機械装置及び運搬具

４～10年

有形固定資産

同左

有形固定資産

同左

無形固定資産

 定額法を採用しておりま

す。

 なお、自社利用のソフト

ウエアについては、社内

における利用可能期間

(５年)に基づく定額法を

採用しております。

無形固定資産

同左

無形固定資産

同左

長期前払費用

 法人税法の規定と同一の

基準により均等償却して

おります。

長期前払費用

同左

長期前払費用

同左

 (3) 重要な引当金の

計上基準

貸倒引当金

 売上債権、貸付金等の貸

倒損失に備えるため、一

般債権については貸倒実

績率により、貸倒懸念債

権等特定の債権について

は個別に回収可能性を検

討し、回収不能見込額を

計上しております。

貸倒引当金

同左

貸倒引当金

同左



項目
前中間連結会計期間
(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

賞与引当金

 従業員に対して支給する

賞与の支出に充てるた

め、支給見込額に基づき

計上しております。

賞与引当金

同左

賞与引当金

同左

退職給付引当金

 従業員の退職給付に備え

るため、当連結会計年度

末における退職給付債務

及び年金資産の見込額に

基づき、当中間連結会計

期間において発生してい

ると認められる額を計上

しております。

 会計基準変更時差異

(2,939百万円)は、親会

社での退職給付信託の設

定等により1,237百万円

を一時費用処理し、残額

1,702百万円については

10年による按分額を費用

処理しております。

 過去勤務債務は、その発

生時の従業員数の平均残

存勤務期間以内の一定の

年数(10年)による定額法

により費用処理しており

ます。

 数理計算上の差異は、各

連結会計年度の発生時に

おける従業員の平均残存

勤務期間以内の一定の年

数(10年)による定額法に

より按分した額をそれぞ

れ発生の翌連結会計年度

から費用処理することと

しております。

退職給付引当金

同左

退職給付引当金

 従業員の退職給付に備え

るため、当連結会計年度

末における退職給付債務

及び年金資産の見込額に

基づき計上しておりま

す。

 会計基準変更時差異は、

主として10年による均等

額を費用処理しておりま

す。

 過去勤務債務は、その発

生時の従業員の平均残存

勤務期間以内の一定の年

数(10年)による定額法に

より費用処理しておりま

す。

 数理計算上の差異は、そ

の発生時の従業員の平均

残存勤務期間以内の一定

の年数(10年)による定額

法により翌連結会計年度

から費用処理することと

しております。

 なお、会計基準変更時差

異(2,939百万円)は、親

会社での退職給付信託の

設定等により1,237百万

円を一時費用処理し、残

額1,702百万円について

は10年による均等額を費

用処理しております。

役員退職引当金

 親会社及び一部の連結子

会社において、役員の退

職金に充てるため、内規

に基づく中間期末要支給

額を計上しております。

なお、過年度分相当額に

ついては、親会社は５年

で分割計上しておりま

す。

役員退職引当金

同左

役員退職引当金

 親会社及び一部の連結子

会社において、役員の退

職金に宛てるため、内規

に基づく期末要支給額を

計上しております。な

お、過年度分相当額につ

いては、親会社は５年で

分割計上しております。



 
  

項目
前中間連結会計期間
(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

 (4) 重要な外貨建の

資産又は負債の

本邦通貨への換

算の基準

外貨建金銭債権債務は、中

間連結決算日の直物為替相

場により円貨に換算し、換

算差額は損益として処理し

ております。なお、在外子

会社等の資産及び負債並び

に収益及び費用は中間連結

決算日の直物為替相場によ

り円貨に換算し、換算差額

は少数株主持分及び資本の

部における為替換算調整勘

定に含めて計上しておりま

す。

同左 外貨建金銭債権債務は、連

結決算日の直物為替相場に

より円貨に換算し、換算差

額は損益として処理してお

ります。なお、在外子会社

等の資産及び負債並びに収

益及び費用は連結決算日の

直物為替相場により円貨に

換算し、換算差額は少数株

主持分及び資本の部におけ

る為替換算調整勘定に含め

て計上しております。

 (5) 重要なリース取

引の処理方法

リース物件の所有権が、借

主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・

リース取引については、通

常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によって

おります。

同左 同左

 (6) その他 消費税及び地方消費税の会

計処理は税抜方式によって

おります。

同左 同左

５ 中間連結キャッシ

ュ・フロー計算書

( 連結キャッシ

ュ・フロー計算

書)における資金

の範囲

中間連結キャッシュ・フロ

ー計算書における資金(現

金及び現金同等物)は、手

許現金及び当座預金、普通

預金等の随時引き出し可能

な預金からなっておりま

す。

同左 連結キャッシュ・フロー計

算書における資金(現金及

び現金同等物)は、手許現

金及び当座預金、普通預金

等の随時引き出し可能な預

金からなっております。



追加情報 

  

 
  

前中間連結会計期間
(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

――― (適格退職年金制度から確定拠出年

金制度への移行)

親会社は、確定拠出年金法の施行に

伴い、平成17年４月２日に適格退職

年金制度の一部について確定拠出年

金制度へ移行し、「退職給付制度間

の移行等に関する会計処理」(企業

会計基準適用指針第１号)を適用し

ております。

本移行に伴う影響額については、特

別損失に確定拠出年金移行時差異と

して79百万円計上しております。

(適格退職年金制度から確定拠出年

金制度への移行)

親会社は、確定拠出年金法の施行に

伴い、平成17年４月に適格退職年金

制度の一部について確定拠出年金制

度へ移行しております。

本移行に伴う影響額については、特

別損失として74百万円計上する見込

であります。



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

  

 
  

前中間連結会計期間
(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

――― (固定資産の減損に係る会計基準)

当中間連結会計期間より、固定資産

の減損に係る会計基準（「固定資産

の減損に係る会計基準の設定に関す

る意見書」(企業会計審議会 平成14

年８月９日)）及び「固定資産の減

損に係る会計基準の適用指針」(企

業会計基準適用指針６号 平成15年

10月31日)を適用しております。

この変更に伴い、特別損失に減損損

失36百万円を計上し、税金等調整前

中間純利益は同額減少しておりま

す。

―――



注記事項 

  

(中間連結貸借対照表関係) 

  

 
  

前中間連結会計期間末 
(平成16年９月30日)

当中間連結会計期間末
(平成17年９月30日)

前連結会計年度末 
(平成17年３月31日)

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額

28,647百万円

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額

29,365百万円

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額

29,094百万円

 ２ 保証債務

   他社の金融機関からの借入金

に対し、次のとおり保証を行

っております。

   タイフクビ㈱

13百万円

(4,807千タイバーツ)

 ２ 保証債務

   他社の金融機関からの借入金

に対し、次のとおり保証を行

っております。

   タイフクビ㈱

7百万円

(2,418千タイバーツ)

 ２ 保証債務

   他社の金融機関からの借入金

に対し、次のとおり保証を行

っております。

   タイフクビ㈱

13百万円

(4,807千タイバーツ)



(中間連結損益計算書関係) 

  

 
  

前中間連結会計期間
(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

※１ 販売費と一般管理費の主要な

費目は次のとおりでありま

す。

運送諸掛費 1,489百万円

広告宣伝費 233百万円

従業員給与 1,028百万円

賞与引当金 
繰入額

248百万円

退職給付費用 98百万円

減価償却費 116百万円

賃借料 448百万円

※１ 販売費と一般管理費の主要な

費目は次のとおりでありま

す。

運送諸掛費 1,425百万円

広告宣伝費 229百万円

従業員給与 1,003百万円

賞与引当金
繰入額

281百万円

退職給付費用 67百万円

減価償却費 116百万円

賃借料 441百万円

※１ 販売費と一般管理費の主要な

費目は次のとおりでありま

す。

運送諸掛費 2,958百万円

広告宣伝費 482百万円

従業員給与 2,041百万円

賞与引当金
繰入額

590百万円

退職給付費用 222百万円

減価償却費 249百万円

賃借料 886百万円

※２ 営業外収益・その他の主なも

のは次のとおりであります。

保険金及び 
配当手数料

38百万円

販売奨励金 29百万円

※２ 営業外収益・その他の主なも

のは次のとおりであります。

保険金及び
配当手数料

10百万円

販売奨励金 14百万円

※２ 営業外収益・その他の主なも

のは次のとおりであります。

保険金及び
配当手数料

66百万円

販売奨励金 80百万円

※３ 営業外費用・その他の主なも

のは次のとおりであります。

クレーム補償金 66百万円

※３ 営業外費用・その他の主なも

のは次のとおりであります。

クレーム補償金 82百万円

※３ 営業外費用・その他の主なも

のは次のとおりであります。

クレーム補償金 140百万円

※４ 固定資産除却損の主なものは

機械装置及び運搬具(８百万

円)であります。

※４ 固定資産除却損の主なものは

機械装置及び運搬具(15百万

円)であります。

※４ 固定資産除却損の主なものは

機械装置及び運搬具(11百万

円)、工具器具及び備品(９百

万円)であります。

※５ 災害損失の主なものは平成16

年７月福井集中豪雨水害に伴

う罹災在庫処分損でありま

す。

※５     ――― ※５ 災害損失の主なものは平成16

年７月福井集中豪雨水害に伴

う罹災在庫処分損でありま

す。

 ※６      ―――

 

※６ 減損損失を計上した資産グル

ープ

場所 福井県福井市

用途 遊休資産

種類 土  地

   当社グループは、事業資産に

ついては管理会計上の区分

で、遊休資産においては個別

物件単位でグルーピングして

おります。

   当中間連結会計期間におい

て、将来の事業に対する用途

が定まっておらず遊休状態と

なっている上記資産につき、

帳簿価額を正味売却価額まで

減損し、当該減少額を減損損

失(土地36百万円)として特別

損失に計上しております。

   なお、正味売却価額は、原則

として不動産鑑定評価額また

はそれに準じる第三者により

合理的に算定された価額によ

り算定しております。

※６      ―――



(中間連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

  

 
  

前中間連結会計期間
(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

 

※ 現金及び現金同等物の中間期末

残高と中間連結貸借対照表に掲

記されている科目の金額との関

係

(平成16年９月30日)

現金及び 
預金勘定

5,080百万円

現金及び 
現金同等物

5,080百万円

 

※ 現金及び現金同等物の中間期末

残高と中間連結貸借対照表に掲

記されている科目の金額との関

係

(平成17年９月30日)

現金及び
預金勘定

5,217百万円

現金及び
現金同等物

5,217百万円  

※ 現金及び現金同等物の期末残高

と連結貸借対照表に掲記されて

いる科目の金額との関係

(平成17年３月31日)

現金及び
預金勘定

6,696百万円

現金及び
現金同等物

6,696百万円



(リース取引関係) 

  

 
  

前中間連結会計期間
(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引

① リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間

期末残高相当額

取得価額 
相当額 
(百万円)

減価償却 
累計額 
相当額 
(百万円)

中間期末
残高 
相当額 
(百万円)

機械装
置及び
運搬具

174 115 59

工具器
具及び
備品

804 489 315

計 978 604 374

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引

① リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間

期末残高相当額

取得価額
相当額 
(百万円)

減価償却
累計額 
相当額 
(百万円)

中間期末
残高 
相当額 
(百万円)

機械装
置及び
運搬具

187 127 60

工具器
具及び
備品

803 519 285

計 990 646 345

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引

① リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び期末

残高相当額

取得価額
相当額 
(百万円)

減価償却 
累計額 
相当額 
(百万円)

期末 
残高 
相当額 
(百万円)

機械装
置及び
運搬具

189 124 65

工具器
具及び
備品

801 516 285

計 989 640 349

② 未経過リース料中間期末残高相

当額

１年以内 170百万円

１年超 206百万円

合計 377百万円

② 未経過リース料中間期末残高相

当額

１年以内 129百万円

１年超 225百万円

合計 354百万円

② 未経過リース料期末残高相当額

１年以内 150百万円

１年超 209百万円

合計 359百万円

③ 支払リース料、減価償却費相当

額及び支払利息相当額

支払リース料 97百万円

減価償却費 
相当額

92百万円

支払利息相当額 5百万円

③ 支払リース料、減価償却費相当

額及び支払利息相当額

支払リース料 95百万円

減価償却費
相当額

91百万円

支払利息相当額 4百万円

③ 支払リース料、減価償却費相当

額及び支払利息相当額

支払リース料 184百万円

減価償却費
相当額

175百万円

支払利息相当額 9百万円

④ 減価償却費相当額の算定方法

  リース期間を耐用年数とし、残

存価額を零とする定額法によっ

ております。

④ 減価償却費相当額の算定方法

同左

④ 減価償却費相当額の算定方法

同左

⑤ 利息相当額の算定方法

  リース料総額とリース物件の取

得価額相当額との差額を利息相

当額とし、各期への配分方法に

ついては、利息法によっており

ます。

⑤ 利息相当額の算定方法

同左

⑤ 利息相当額の算定方法

同左



(有価証券関係) 

(前中間連結会計期間末)(平成16年９月30日) 

１ その他有価証券で時価のあるもの 

 
  

２ 時価のない有価証券の主な内容及び中間連結貸借対照表計上額 

その他有価証券 

 
  

  

(当中間連結会計期間末)(平成17年９月30日) 

１ その他有価証券で時価のあるもの 

 
  

２ 時価のない有価証券の主な内容及び中間連結貸借対照表計上額 

その他有価証券 

 
  

  

取得価額 中間連結貸借対照表計上額 差額

(1) 株式 1,339百万円 1,828百万円 488百万円

(2) その他 69百万円 82百万円 13百万円

   計 1,408百万円 1,909百万円 501百万円

非上場株式(店頭売買株式を除く) 274百万円

非上場外国債券 56百万円

その他 10百万円

取得価額 中間連結貸借対照表計上額 差額

(1) 株式 1,434百万円 2,820百万円 1,386百万円

(2) その他 109百万円 134百万円 25百万円

   計 1,543百万円 2,954百万円 1,411百万円

非上場株式 263百万円

非上場外国債券 119百万円

その他 ―百万円



(前連結会計年度末)(平成17年３月31日) 

１ その他有価証券で時価のあるもの 

 
  

２ 時価評価されていない主な有価証券の内容及び連結貸借対照表計上額 

その他有価証券 

 
(注) 時価のない有価証券について８百万円減損処理を行っております。 

なお、当該株式の減損処理にあたっては、個々の銘柄の有価証券が50％以上下落した場合、「著しい下落」

と判断し減損処理を行っております。 

  

取得価額 連結貸借対照表計上額 差額

(1) 株式 1,427百万円 2,348百万円 920百万円

(2) その他 59百万円 75百万円 16百万円

   計 1,486百万円 2,422百万円 936百万円

非上場株式 257百万円

非上場外国債券 69百万円

その他 ―百万円



(デリバティブ取引関係) 

(前中間連結会計期間末)(平成16年９月30日) 

デリバティブ取引の契約等、時価及び評価損益の状況 

  

 
(注) 時価の算定方法は金利スワップを締結している取引銀行から提示された価格によっております。 

  

(当中間連結会計期間末)(平成17年９月30日) 

    デリバティブ取引を利用しておりません。 

  

  

(前連結会計年度末)(平成17年３月31日) 

    デリバティブ取引を利用しておりません。 

  

対象物の種類 取引の種類
契約額等
(百万円)

時価
(百万円)

評価損益 
(百万円)

金利 スワップ取引 500 △4 △4



(セグメント情報) 

【事業の種類別セグメント情報】 

前中間連結会計期間(自 平成16年４月１日 至 平成16年９月30日) 

  

 
(注) １ 当グループの事業区分は、製商品の種類・性質等及び用途を考慮し、建築資材、産業資材、その他に区分し

ております。 

① 建築資材……建築用外装材、内装材、システム床材等の製造販売 

② 産業資材……家電用部材、自動車部材及び家具部材等の製造販売 

③ その他………精密化工品等の製造販売、並びに繊維糊剤関係事業 

２ 営業費用のうち消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は９億60百万円であり、その主なもの

は、親会社本社の管理本部に係る費用であります。 

  

当中間連結会計期間(自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日) 

  

 
(注) １ 当グループの事業区分は、製商品の種類・性質等及び用途を考慮し、建築資材、産業資材、その他に区分し

ております。 

① 建築資材……建築用外装材、内装材、システム床材等の製造販売 

② 産業資材……家電用部材、自動車部材及び家具部材等の製造販売 

③ その他………精密化工品等の製造販売、並びに繊維糊剤関係事業 

２ 営業費用のうち消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は10億55百万円であり、その主なもの

は、親会社本社の管理本部に係る費用であります。 

  

建築資材 
(百万円)

産業資材
(百万円)

その他
(百万円)

計
(百万円)

消去又は全社 
(百万円)

連結 
(百万円)

売上高

(1) 外部顧客に
対する売上高

18,060 5,914 3,657 27,631 ― 27,631

(2) セグメント間の内部
売上高または振替高

― ― ― ― ― ―

計 18,060 5,914 3,657 27,631 ― 27,631

営業費用 16,905 5,625 3,398 25,928 960 26,887

営業利益 1,155 289 259 1,703 (960) 744

建築資材 
(百万円)

産業資材
(百万円)

その他
(百万円)

計
(百万円)

消去又は全社 
(百万円)

連結 
(百万円)

売上高

(1) 外部顧客に
対する売上高

17,766 7,648 4,146 29,559 ― 29,559

(2) セグメント間の内部
売上高または振替高

― ― ― ― ― ―

計 17,766 7,648 4,146 29,559 ― 29,559

営業費用 16,380 7,360 3,836 27,576 1,055 28,631

営業利益 1,386 288 310 1,983 (1,055) 928



前連結会計年度(自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日) 

  

 
(注) １ 当グループの事業区分は、製商品の種類・性質等及び用途を考慮し、建築資材、産業資材、その他に区分し

ております。 

① 建築資材……建築用外装材、内装材、システム床材等の製造販売 

② 産業資材……家電用部材、自動車部材及び家具部材等の製造販売 

③ その他………精密加工品等の製造販売、並びに繊維糊剤関係事業 

２ 営業費用のうち消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は20億17百万円であり、その主なもの

は、親会社本社の管理本部に係る費用であります。 

  

【所在地別セグメント情報】 

前中間連結会計期間(自 平成16年４月１日 至 平成16年９月30日) 

「全セグメントの売上高の合計額」に占める「日本」の割合が90％を超えているため、所在地別セグメ

ント情報は省略しております。 

  

当中間連結会計期間(自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日) 

「全セグメントの売上高の合計額」に占める「日本」の割合が90％を超えているため、所在地別セグメ

ント情報は省略しております。 

  

前連結会計年度(自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日) 

「全セグメントの売上高の合計額」に占める「日本」の割合が90％を超えているため、所在地別セグメ

ント情報は省略しております。 

  

【海外売上高】 

前中間連結会計期間(自 平成16年４月１日 至 平成16年９月30日) 

海外売上高は、連結売上高の10％未満のため、記載を省略しております。 

  

当中間連結会計期間(自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日) 

海外売上高は、連結売上高の10％未満のため、記載を省略しております。 

  

前連結会計年度(自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日) 

海外売上高は、連結売上高の10％未満のため、記載を省略しております。 

  

建築資材 
(百万円)

産業資材
(百万円)

その他
(百万円)

計
(百万円)

消去又は全社 
(百万円)

連結 
(百万円)

売上高

(1) 外部顧客に
対する売上高

36,762 13,635 7,588 57,985 ― 57,985

(2) セグメント間の内部
売上高または振替高

― ― ― ― ― ―

計 36,762 13,635 7,588 57,985 ― 57,985

営業費用 34,272 13,018 7,094 54,384 2,017 56,401

営業利益 2,490 617 494 3,601 (2,017) 1,584



(１株当たり情報) 

  

 
  

前中間連結会計期間
(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

１株当たり純資産額 1,071円84銭 １株当たり純資産額 1,104円34銭 １株当たり純資産額 1,087円11銭

１株当たり中間純利益 7円02銭 １株当たり中間純利益 12円61銭 １株当たり当期純利益 20円57銭

なお、潜在株式調整後１株当たり中

間純利益金額については、潜在株式

がないため、記載しておりません。

なお、潜在株式調整後１株当たり中

間純利益金額については、潜在株式

がないため、記載しておりません。

なお、潜在株式調整後１株当たり当

期純利益金額については、潜在株式

がないため、記載しておりません。

１株当たり中間純利益の算定上の基

礎

 中間連結損益計算書上の中間純利

益

145百万円

 普通株式に係る中間純利益

145百万円

 普通株主に帰属しない金額の主要

な内訳

  該当事項はありません。

 普通株式の期中平均株式数

20,667千株

１株当たり中間純利益の算定上の基

礎

 中間連結損益計算書上の中間純利

益

261百万円

 普通株式に係る中間純利益

261百万円

 普通株主に帰属しない金額の主要

な内訳

  該当事項はありません。

 普通株式の期中平均株式数

20,663千株

１株当たり当期純利益の算定上の基

礎

 連結損益計算書上の当期純利益

440百万円

 普通株式に係る当期純利益

425百万円

 普通株主に帰属しない金額

15百万円

 (うち利益処分による役員賞与金)

15百万円

 普通株式の期中平均株式数

20,666千株



(2) 【その他】 

該当事項はありません。 

  



２ 【中間財務諸表等】 

(1) 【中間財務諸表】 

① 【中間貸借対照表】 

  

前中間会計期間末

(平成16年９月30日)

当中間会計期間末

(平成17年９月30日)

前事業年度 
要約貸借対照表 
(平成17年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(資産の部)

Ⅰ 流動資産

   現金及び預金 2,219 3,098 3,614

   受取手形 3,707 3,678 3,865

   売掛金 15,194 15,596 15,225

   たな卸資産 6,148 5,865 6,073

   未収入金 1,228 1,329 1,230

   繰延税金資産 243 357 284

   その他 367 361 301

   貸倒引当金 △37 △115 △37

   流動資産合計 29,069 70.1 30,169 70.2 30,555 70.8

Ⅱ 固定資産

   有形固定資産 ※1

    建物 3,507 3,304 3,424

    機械及び装置 2,213 2,035 2,156

    土地 1,702 1,702 1,702

    その他 852 1,083 893

    有形固定資産合計 8,273 19.9 8,124 18.9 8,174 18.9

   無形固定資産 42 0.1 37 0.1 42 0.1

   投資その他の資産

    投資有価証券 1,597 2,338 1,987

    繰延税金資産 877 719 814

    その他 1,698 1,677 1,665

    貸倒引当金 △63 △63 △63

    投資その他の資産 
    合計

4,110 9.9 4,672 10.9 4,404 10.2

   固定資産合計 12,425 29.9 12,833 29.8 12,619 29.2

   資産合計 41,494 100.0 43,002 100.0 43,175 100.0



 
  

前中間会計期間末

(平成16年９月30日)

当中間会計期間末

(平成17年９月30日)

前事業年度 
要約貸借対照表 
(平成17年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(負債の部)

Ⅰ 流動負債

   支払手形 8,545 8,515 9,861

   買掛金 5,676 6,119 5,630

   短期借入金 1,300 1,200 1,300

   未払金 135 217 185

   未払消費税等 ※4 60 74 37

   未払法人税等 172 318 260

   未払費用 1,010 918 833

   賞与引当金 459 525 500

   その他 470 711 581

   流動負債合計 17,828 43.0 18,597 43.2 19,187 44.4

Ⅱ 固定負債

   長期未払金 ― 919 ―

   退職給付引当金 983 ― 931

   役員退職引当金 830 1,044 950

   固定負債合計 1,813 4.4 1,963 4.6 1,881 4.4

   負債合計 19,641 47.3 20,560 47.8 21,068 48.8

(資本の部)

Ⅰ 資本金 2,194 5.3 2,194 5.1 2,194 5.1

Ⅱ 資本剰余金

   資本準備金 1,511 1,511 1,511

   資本剰余金合計 1,511 3.6 1,511 3.5 1,511 3.5

Ⅲ 利益剰余金

 １ 利益準備金 465 465 465

 ２ 任意積立金 10,313 10,294 10,313

 ３ 中間(当期)未処分 
   利益

7,194 7,421 7,268

   利益剰余金合計 17,972 43.3 18,180 42.3 18,046 41.8

Ⅳ その他有価証券 
  評価差額金

188 0.5 570 1.3 368 0.9

Ⅴ 自己株式 △11 △0.0 △13 △0.0 △12 △0.0

   資本合計 21,853 52.7 22,442 52.2 22,106 51.2

   負債・資本合計 41,494 100.0 43,002 100.0 43,175 100.0



② 【中間損益計算書】 

  

 
  

前中間会計期間

(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間会計期間

(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前事業年度
要約損益計算書

(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

Ⅰ 売上高 22,209 100.0 23,108 100.0 45,895 100.0

Ⅱ 売上原価 ※５ 17,228 77.6 17,994 77.9 35,934 78.3

   売上総利益 4,980 22.4 5,114 22.1 9,961 21.7

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※５ 4,588 20.7 4,524 19.6 9,173 20.0

   営業利益 393 1.8 590 2.6 788 1.7

Ⅳ 営業外収益 ※１ 114 0.5 140 0.6 278 0.6

Ⅴ 営業外費用 ※２ 73 0.3 98 0.4 153 0.3

   経常利益 434 2.0 631 2.7 914 2.0

Ⅵ 特別利益 ※３ 0 0.0 65 0.3 3 0.0

Ⅶ 特別損失 ※４ 166 0.7 202 0.9 261 0.6

   税引前中間(当期) 
   純利益

268 1.2 494 2.1 656 1.4

   法人税、住民税 
   及び事業税

149 310 409

   法人税等調整額 △14 136 0.6 △115 195 0.8 △115 294 0.7

   中間(当期)純利益 133 0.6 299 1.3 362 0.8

   前期繰越利益 7,061 7,122 7,061

   中間配当額 ― ― 155

   中間(当期)未処分 
   利益

7,194 7,421 7,268



中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 

  

項目
前中間会計期間

(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前事業年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

１ 資産の評価基準及

び評価方法

 (1) 有価証券 子会社株式及び関連会社株

式

 ……移動平均法による原

価法

同左 同左

その他有価証券

 時価のあるもの

 ……中間決算日の市場価

格等に基づく時価法

(評価差額は全部資

本直入法により処理

し、売却原価は移動

平均法により算定)

同左 その他有価証券

 時価のあるもの

 ……決算日の市場価格等

に基づく時価法(評

価差額は全部資本直

入法により処理し、

売却原価は移動平均

法により算定)

 時価のないもの

 ……移動平均法による原

価法

同左

 (2) デリバティブ 時価法 ――― ―――

 (3) たな卸資産 製品………先入先出法に基

づく低価法

商品………先入先出法に基

づく低価法

原材料……先入先出法に基

づく低価法

仕掛品……先入先出法に基

づく低価法

貯蔵品……先入先出法に基

づく低価法

同左 同左

２ 固定資産の減価償

却の方法

  有形固定資産 定率法を採用しておりま

す。

ただし、平成10年度の法人

税法改正に伴い平成10年４

月１日以降に取得した建物

(附属設備を除く)について

は、定額法を採用しており

ます。

なお、主な耐用年数は以下

のとおりであります。

建物及び構築物

７～47年

機械装置及び車両運搬具

４～８年

同左 同左

  無形固定資産 定額法を採用しておりま

す。 

なお、自社利用のソフトウ

ェアについては、社内にお

ける利用可能期間(５年)に

基づく定額法を採用してお

ります。

同左 同左

  長期前払費用 法人税法の規定と同一の基

準により均等償却しており

ます。

同左 同左



項目
前中間会計期間

(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前事業年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

３ 引当金の計上基準 貸倒引当金

 売上債権、貸付金等の貸

倒損失に備えるため、一

般債権については貸倒実

績率により、貸倒懸念債

権等特定の債権について

は個別に回収可能性を検

討し、回収不能見込額を

計上しております。

貸倒引当金

同左

貸倒引当金

同左

賞与引当金

 従業員に対して支給する

賞与の支出に充てるた

め、支給見込額に基づき

計上しております。

賞与引当金

同左

賞与引当金

同左

退職給付引当金

 従業員の退職給付に備え

るため、当事業年度末に

おける退職給付債務及び

年金資産の見込額に基づ

き、当中間会計期間にお

いて発生していると認め

られる額を計上しており

ます。

会計基準変更時差異

(2,930百万円)について

は、退職給付信託の設定

により1,228百万円を一

時 費 用 処 理 し、残 額

1,702百万円については

10年による均等額を費用

処理しております。

 過去勤務債務は、その発

生時の従業員の平均残存

勤務期間以内の一定の年

数(10年)による定額法に

より費用処理しておりま

す。

 数理計算上の差異は、各

事業年度の発生時におけ

る従業員の平均残存勤務

期間以内の一定の年数

(10年)による定額法によ

り按分した額をそれぞれ

発生の翌事業年度から費

用処理することとしてお

ります。

退職給付引当金

同左

退職給付引当金

 従業員の退職給付に備え

るため、当事業年度末に

おける退職給付債務及び

年金資産の見込額に基づ

き計上しております。

 会計基準変更時差異は、

10年による均等額を費用

処理しております。

 過去勤務債務は、その発

生時の従業員の平均残存

勤務期間以内の一定の年

数(10年)による定額法に

より費用処理しておりま

す。

 数理計算上の差異は、そ

の発生時の従業員の平均

残存勤務期間以内の一定

の年数(10年)による定額

法により翌事業年度から

費用処理することとして

おります。

 なお、会計基準変更時差

異(2,930百万円)につい

ては、退職給付信託の設

定により1,228百万円を

一時費用処理し、残額

1,702百万円については

10年による均等額を費用

処理しております。



 
  

項目
前中間会計期間

(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前事業年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

役員退職引当金

 役員の退職金に充てるた

め、内規に基づく中間期

末要支給額を計上してお

ります。

 なお、過年度分相当額に

ついては５年で分割計上

しております。

役員退職引当金

同左

役員退職引当金

 役員の退職金に充てるた

め、内規に基づく期末要

支給額を計上しておりま

す。

 なお、過年度分相当額に

ついては５年で分割計上

しております。

４ リース取引の処理

方法

リース物件の所有権が借主

に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リ

ース取引については、通常

の賃貸借取引に係る方法に

準じた会計処理によってお

ります。

同左 同左

５ その他中間財務諸

表(財務諸表)作成

のための基本とな

る重要な事項

消費税等の会計処理

 消費税等の会計処理は、

税抜方式によっておりま

す。

消費税等の会計処理

同左

消費税等の会計処理

同左



追加情報 

  

 
  

前中間会計期間
(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前事業年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

――― (適格退職年金制度から確定拠出年

金制度への移行) 

確定拠出年金法の施行に伴い、平成

17年４月２日に適格退職年金制度の

一部について確定拠出年金制度へ移

行し、「退職給付制度間の移行等に

関する会計処理」(企業会計基準適

用指針第１号)を適用しておりま

す。

当移行に伴う影響額は、特別損失に

確定拠出年金移行時差異として79百

万円計上しております。

(適格退職年金制度から確定拠出年

金制度への移行) 

確定拠出年金法の施行に伴い、平成

17年４月に適格退職年金制度の一部

について確定拠出年金制度へ移行し

ております。 

本移行に伴う影響額については、特

別損失として74百万円計上する見込

であります。



注記事項 

(中間貸借対照表関係) 

  

 
  

項目
前中間会計期間末 
(平成16年９月30日)

当中間会計期間末
(平成17年９月30日)

前事業年度末 
(平成17年３月31日)

※１ 有形固定資産の

減価償却累計額
25,778百万円 26,474百万円 26,165百万円

 ２ 保証債務 金融機関からの借入金に対

する保証

関係会社

FUKUVI USA,INC.

100百万円

金融機関からの借入金に対

する保証

関係会社

FUKUVI USA,INC.

50百万円

金融機関からの借入金に対

する保証

関係会社

FUKUVI USA,INC.

50百万円

 ３ 外貨建保証債務 金融機関からの借入金に対

する保証

関係会社

タイフクビ㈱

5百万タイバーツ

(13百万円)

FUKUVI USA,INC.

2百万米ドル

(205百万円)

金融機関からの借入金に対

する保証

関係会社

タイフクビ㈱

2百万タイバーツ

(7百万円)

FUKUVI USA,INC.

2百万米ドル

(170百万円)

金融機関からの借入金に対

する保証

関係会社

タイフクビ㈱

5百万タイバーツ

(13百万円)

FUKUVI USA,INC.

2百万米ドル

(177百万円)

※４ 消費税等の取扱

い

仮払消費税等及び仮受消費

税等は相殺のうえ、未払消

費税等として表示しており

ます。

同左 同左



(中間損益計算書関係) 

  

 
  

項目
前中間会計期間

(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前事業年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

※１ 営業外収益のう

ち主要なもの

   受取利息

   受取配当金

 

 

2百万円 

25百万円

 

 

2百万円 

46百万円

 

 

4百万円 

29百万円

   保険金及び

   配当手数料

15百万円 8百万円 35百万円

   販売奨励金 29百万円 14百万円 80百万円

※２ 営業外費用のう

ち主要なもの

   支払利息

 

 

5百万円

 

 

3百万円

 

 

9百万円

※３ 特別利益のうち

主要なもの

   投資有価証券売

却益

 

 

0百万円

 

 

―

 

 

3百万円

   保険差益 ― 65百万円 ―

※４ 特別損失のうち

主要なもの

   役員退職引当金

繰入額

96百万円 94百万円 192百万円

   確定拠出年金移

行時差異

― 79百万円 ―

   建物除却損 2百万円 1百万円 5百万円

   機械及び装置除

却損

8百万円 6百万円 10百万円

   災害損失(平成

16年７月福井集

中豪雨水害に伴

う罹災在庫品処

分損)

58百万円 ― 44百万円

※５ 減価償却実施額

   有形固定資産

 

503百万円

 

496百万円

 

1,105百万円

   無形固定資産 5百万円 6百万円 11百万円



(リース取引関係) 

  

 

  

前中間会計期間
(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前事業年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引に係る注記

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引に係る注記

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引に係る注記

① リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間

期末残高相当額

取得価額 
相当額 
(百万円)

減価償却 
累計額 
相当額 
(百万円)

中間期末
残高 
相当額 
(百万円)

車両及 
び運搬 
具

76 52 24

工具器 
具及び 
備品

746 457 289

計 822 509 312

① リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間

期末残高相当額

取得価額
相当額 
(百万円)

減価償却
累計額 
相当額 
(百万円)

中間期末
残高 
相当額 
(百万円)

車両及 
び運搬 
具

75 51 24

工具器 
具及び 
備品

753 486 266

計 828 537 290

① リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び期末

残高相当額

取得価額
相当額 
(百万円)

減価償却 
累計額 
相当額 
(百万円)

期末 
残高 
相当額 
(百万円)

車両及
び運搬
具

82 57 25

工具器
具及び
備品

748 483 264

計 829 540 289

② 未経過リース料中間期末残高相

当額

１年内 143百万円

１年超 172百万円

合計 315百万円

② 未経過リース料中間期末残高相

当額

１年内 104百万円

１年超 196百万円

合計 300百万円

② 未経過リース料期末残高相当額

１年内 124百万円

１年超 175百万円

合計 299百万円

③ 当中間期の支払リース料、減価

償却費相当額及び支払利息相当

額

支払リース料 82百万円

減価償却費 
相当額

78百万円

支払利息相当額 4百万円

③ 当中間期の支払リース料、減価

償却費相当額及び支払利息相当

額

支払リース料 79百万円

減価償却費
相当額

76百万円

支払利息相当額 3百万円
 

③ 当期の支払リース料、減価償却

費相当額及び支払利息相当額

支払リース料 153百万円

減価償却費
相当額

146百万円

支払利息相当額 7百万円

④ 減価償却費相当額の算定方法

  リース期間を耐用年数とし、残

存価額を零とする定額法によっ

ております。

④ 減価償却費相当額の算定方法

同左

④ 減価償却費相当額の算定方法

同左

⑤ 利息相当額の算定方法

  リース料総額とリース物件の取

得価額相当額との差額を利息相

当額とし、各期への配分方法に

ついては、利息法によっており

ます。

⑤ 利息相当額の算定方法

同左

⑤ 利息相当額の算定方法

同左



(有価証券関係) 

(前中間会計期間末)(平成16年９月30日) 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの 

該当事項はありません。 

  

(当中間会計期間末)(平成17年９月30日) 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの 

該当事項はありません。 

  

(前事業年度末)(平成17年３月31日) 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの 

該当事項はありません。 

  

(１株当たり情報) 

中間連結財務諸表を作成しているため、記載を省略しております。 

  



(2) 【その他】 

中間配当について 

平成17年11月９日開催の取締役会において、第72期の中間配当について、次のとおり決議いたしま

した。 

 
(注) 平成17年９月30日現在の株主名簿および実質株主名簿に記載又は記録された株主に対し、支払いを行いま

す。 

  

① 中間配当金の金額 155百万円

② １株当たりの中間配当金 ７円50銭

③ 支払請求権の効力発生日及び支払開始日 平成17年12月９日



第６ 【提出会社の参考情報】 

当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

  

 
  

  

有価証券報告書 
及びその添付書類

事業年度 
(第71期)

自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日

平成17年６月27日 
北陸財務局長に提出。



該当事項はありません。 

  

第二部 【提出会社の保証会社等の情報】



独立監査人の中間監査報告書 
 

  

フクビ化学工業株式会社 

取締役会 御中 

平成16年12月20日
 

   

  
 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ているフクビ化学工業株式会社の平成16年４月１日から平成17年３月31日までの連結会計年度の中間連結会

計期間(平成16年４月１日から平成16年９月30日まで)に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対

照表、中間連結損益計算書、中間連結剰余金計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監

査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連

結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査

法人に中間連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損な

うような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続

等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査

の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

  

当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸

表の作成基準に準拠して、フクビ化学工業株式会社及び連結子会社の平成16年９月30日現在の財政状態並び

に同日をもって終了する中間連結会計期間(平成16年４月１日から平成16年９月30日まで)の経営成績及びキ

ャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上 

  

 

永昌監査法人

代 表 社 員 
業務執行社員

公認会計士  松  田  俊  雄  ㊞

代 表 社 員 
業務執行社員

公認会計士  福  田  日 出 夫  ㊞

※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しており

ます。



独立監査人の中間監査報告書 
 

  

フクビ化学工業株式会社 

取締役会 御中 

平成17年12月19日
 

   

  
 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ているフクビ化学工業株式会社の平成17年４月１日から平成18年３月31日までの連結会計年度の中間連結会

計期間(平成17年４月１日から平成17年９月30日まで)に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対

照表、中間連結損益計算書、中間連結剰余金計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監

査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連

結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査

法人に中間連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損な

うような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続

等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査

の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

  

当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸

表の作成基準に準拠して、フクビ化学工業株式会社及び連結子会社の平成17年９月30日現在の財政状態並び

に同日をもって終了する中間連結会計期間(平成17年４月１日から平成17年９月30日まで)の経営成績及びキ

ャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

追記情報 

中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更に記載のとおり、会社は、当中間連結会計期

間から固定資産の減損に係る会計基準を適用しているため、当該会計基準により中間連結財務諸表を作成し

ている。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上 

  

 

永昌監査法人

代 表 社 員 
業務執行社員

公認会計士  松  田  俊  雄  ㊞

代 表 社 員 
業務執行社員

公認会計士  福  田  日 出 夫  ㊞

※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しており

ます。



独立監査人の中間監査報告書 
 

  

フクビ化学工業株式会社 

取締役会 御中 

平成16年12月20日
 

   

  
 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ているフクビ化学工業株式会社の平成16年４月１日から平成17年３月31日までの第71期事業年度の中間会計

期間(平成16年４月１日から平成16年９月30日まで)に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表及び中

間損益計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任

は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査

法人に中間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような

重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心

とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果と

して中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

  

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成

基準に準拠して、フクビ化学工業株式会社の平成16年９月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中

間会計期間(平成16年４月１日から平成16年９月30日まで)の経営成績に関する有用な情報を表示しているも

のと認める。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上 

  

 

永昌監査法人

代 表 社 員 
業務執行社員

公認会計士  松  田  俊  雄  ㊞

代 表 社 員 
業務執行社員

公認会計士  福  田  日 出 夫  ㊞

※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しており

ます。



独立監査人の中間監査報告書 
 

  

フクビ化学工業株式会社 

取締役会 御中 

平成17年12月19日
 

   

  
 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ているフクビ化学工業株式会社の平成17年４月１日から平成18年３月31日までの第72期事業年度の中間会計

期間(平成17年４月１日から平成17年９月30日まで)に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表及び中

間損益計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任

は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査

法人に中間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような

重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心

とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果と

して中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

  

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成

基準に準拠して、フクビ化学工業株式会社の平成17年９月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中

間会計期間(平成17年４月１日から平成17年９月30日まで)の経営成績に関する有用な情報を表示しているも

のと認める。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上 

  

 

永昌監査法人

代 表 社 員 
業務執行社員

公認会計士  松  田  俊  雄  ㊞

代 表 社 員 
業務執行社員

公認会計士  福  田  日 出 夫  ㊞

※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しており

ます。


	表紙
	本文
	第一部企業情報
	第１企業の概況
	１主要な経営指標等の推移
	２事業の内容
	３関係会社の状況
	４従業員の状況

	第２事業の状況
	１業績等の概要
	２生産、受注及び販売の状況
	３対処すべき課題
	４経営上の重要な契約等
	５研究開発活動

	第３設備の状況
	１主要な設備の状況
	２設備の新設、除却等の計画

	第４提出会社の状況
	１株式等の状況
	(1)株式の総数等
	①株式の総数
	②発行済株式

	(2)新株予約権等の状況
	(3)発行済株式総数、資本金等の状況
	(4)大株主の状況
	(5)議決権の状況
	①発行済株式
	②自己株式等


	２株価の推移
	当該中間会計期間における月別最高・最低株価
	３役員の状況

	第５経理の状況
	１中間連結財務諸表等
	(1)中間連結財務諸表
	①中間連結貸借対照表
	②中間連結損益計算書
	③中間連結剰余金計算書
	④中間連結キャッシュ・フロー計算書
	事業の種類別セグメント情報
	所在地別セグメント情報
	海外売上高

	(2)その他

	２中間財務諸表等
	(1)中間財務諸表
	①中間貸借対照表
	②中間損益計算書

	(2)その他


	第６提出会社の参考情報

	第二部提出会社の保証会社等の情報

	監査報告書

	pageform1: 1/53
	pageform2: 2/53
	form1: EDINET提出書類  2005/12/20 提出
	form2: フクビ化学工業株式会社(262025)
	form3: 半期報告書
	pageform3: 3/53
	pageform4: 4/53
	pageform5: 5/53
	pageform6: 6/53
	pageform7: 7/53
	pageform8: 8/53
	pageform9: 9/53
	pageform10: 10/53
	pageform11: 11/53
	pageform12: 12/53
	pageform13: 13/53
	pageform14: 14/53
	pageform15: 15/53
	pageform16: 16/53
	pageform17: 17/53
	pageform18: 18/53
	pageform19: 19/53
	pageform20: 20/53
	pageform21: 21/53
	pageform22: 22/53
	pageform23: 23/53
	pageform24: 24/53
	pageform25: 25/53
	pageform26: 26/53
	pageform27: 27/53
	pageform28: 28/53
	pageform29: 29/53
	pageform30: 30/53
	pageform31: 31/53
	pageform32: 32/53
	pageform33: 33/53
	pageform34: 34/53
	pageform35: 35/53
	pageform36: 36/53
	pageform37: 37/53
	pageform38: 38/53
	pageform39: 39/53
	pageform40: 40/53
	pageform41: 41/53
	pageform42: 42/53
	pageform43: 43/53
	pageform44: 44/53
	pageform45: 45/53
	pageform46: 46/53
	pageform47: 47/53
	pageform48: 48/53
	pageform49: 49/53
	pageform50: 50/53
	pageform51: 51/53
	pageform52: 52/53
	pageform53: 53/53


